
 

議案第１５３号 

 

令和２年度川崎市自動車運送事業会計決算認定について 

 

令和２年度川崎市自動車運送事業会計決算について、地方公営企業法第３０条

第４項の規定により、別紙監査委員の意見を付して認定を求める。 

 

令和３年９月２日提出           

川崎市長 福 田 紀 彦        

 



（1）収益的収入及び支出

収　入

額

　第１項 営 業 収 益

　第２項 営 業 外 収 益

　第３項 特 別 利 益

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税　503,633,067円

　※２　うち仮受消費税及び地方消費税　　　844,164円

　※３　うち仮受消費税及び地方消費税　　　　　　0円

支　出

額

当 初 予 算 額

補

正

予

算

額

地方公営企業
法第２４条第
３項の規定に
よ る 支 出 額

円 円 円 円

10,546,568,000 0 0 991,373,779 

　第１項 営 業 費 用 10,232,025,000 0 0 852,433,402 ※４、６

　第２項 営 業 外 費 用 303,043,000 0 0 128,459,402 ※５

　第３項 特 別 損 失 1,500,000 0 0 480,975 

　第４項 予 備 費 10,000,000 0 0 10,000,000 

　※４　うち仮払消費税及び地方消費税　308,155,376円

　※５　うち仮払消費税及び地方消費税　    135,643円

　※６　地方公営企業法施行令第18条第5項ただし書の規定による超過支出　43,598,411円

　資金不足の解消に充てるため、企業債（特別減収対策） 1,610,000,000円を借り入れた。

備考

※１

1,953,586 

※２

1,019,025

△ 98,253,600

24,981,230 

0

6,697,434,400

2,953,586

0

地方公営
企業法第
２６条第
２項の規
定による
繰 越 額

※３

0

0

174,583,598

1,500,000

10,000,000

令 和 ２ 年 度 川 崎 市 自 動 車 運 送 事 業 決 算 報 告 書

小 計

円

7,960,801,216

0

0

0 

補 正 予 算 額

円

△ 2,068,803,000

△ 2,068,803,000

地 方 公 営 企 業 法
第 ２ ４ 条 第 ３ 項 の
規 定 に よ る 支 出 額 に
係 る 財 源 充 当 額

流 用 増 減 額

円

0

0 

予算額に比べ
決算額の増減

円

△ 71,318,784

10,232,025,000 9,379,591,598

予 算

合計
決算額

0 

0 

円

10,100,923,000

8,864,491,000

1,235,432,000

予 算

当 初 予 算 額

円

0

0

0

0

1,000,000 1,000,0000

6,795,688,000

円

0

円

10,546,568,000

1,260,413,230

303,043,000

1,500,000

合 計

円

10,546,568,000

不 用 額

10,000,000

303,043,000

決算額

円

9,555,194,221

10,232,025,000

円

区 分

0 0

0

0

区 分

自 動 車 運 送
事 業 収 益

第１款

第１款

00

円

8,032,120,000

0 

予 備 費 支 出 額

円

0

0

自 動 車 運 送
事 業 費 用

0 

1,235,432,000

地方公営企業
法第２６条第
２項の規定に
よる繰越額

備 考



（2）資本的収入及び支出

収　入

継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

合 計

円 円 企業債収入減額内訳
0 1,716,686,000

 する額
　第１項 企 業 債 0 1,513,000,000

　第２項 国 庫 補 助 金 0 11,650,000

　第３項 県 交 付 金 0 4,737,000

　第４項 一 般 会 計 補 助 金 0 171,065,000

　第５項 固定資産売却代金 0 0

　第６項 その他の資本的収入 0 16,234,000

支　出

額

当 初 予 算 額

予

備

費

支

出

額

流

用

増

減

額

地方公営企業法
第２６条の規定
による繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

地 方 公 営 企
業 法 第 ２ ６
条 の 規 定 に
よ る 繰 越 額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

2,019,767,000 0 0 10,693,913 0 2,030,460,913 1,404,183,722 51,870,500 0 51,870,500

　第１項 建 設 改 良 費 1,746,867,000 0 0 10,693,913 0 1,757,560,913 1,141,283,722 51,870,500 0 51,870,500

　第２項 企 業 債 償 還 金 262,900,000 0 0 0 0 262,900,000 262,900,000 0 0 0

　第３項 予 備 費 10,000,000 0 0 0 0 10,000,000 0 0 0 0

業債で措置した。

（うち仮受消費税及び

433,000,000円

  資本的収入額が資本的支出額に不足する額 319,730,958円は、当年度分消費税及び地方消費税資本 的収支調整額 102,530,254円及び過年度分損益勘定留保資金 20,636,357円で補填し、なお不足す
　　 る額 196,564,347円及び当年度損益勘定留保資金で不足する額 1,177,456,379円は、特別減収対策企

4,737,000 0 4,737,000 0 4,538,000 △　　 199,000

103,244,870円）

0 10,000,000 10,000,000 

(うち仮払消費税
0 1,746,867,000

0 262,900,000 0 

564,406,691 及び地方消費税

第１款
自 動 車 運 送 事 業
資 本 的 支 出

円 円 円

0 2,019,767,000 574,406,691 

地方消費税 698,042円）

区 分

予 算

決 算 額

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 備 考

補
正
予
算
額

小　　　計

16,234,000 0 16,234,000 0 7,800,850 △　 8,433,150

計 484,000,000円

171,065,000 0 171,065,000 0 41,099,600 △ 129,965,400

11,650,000 0 11,650,000 0 1,832,000 △　 9,818,000
(2)不用額

1,503,000,000 0 1,503,000,000 10,000,000 1,029,000,000 △ 484,000,000

(1)翌年度へ繰下発行

51,000,000円

円
1,706,686,000 0 1,706,686,000 10,000,000 1,084,452,764 △ 632,233,236

備 考
当 初 予 算 額 補正予算額 小 計

地 方 公 営 企 業 法
第 ２ ６ 条 の 規 定
に よ る 繰 越 額 に
係 る 財 源 充 当 額

第１款
自 動 車 運 送 事 業
資 本 的 収 入

円 円 円

区 分

予　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　額

決 算 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

円 円

（うち仮受消費税及び

地方消費税　16,574円）
0 0 0 0 182,314 182,314 



　　　（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

（単位　円）

　(1) 6,093,870,882

　(2) 99,930,451 6,193,801,333

　(1) 94,656,731

　(2) 659,583,567

　(3) 3,753,888,045

　(4) 3,148,877,691

　(5) 732,371,743

　(6) 13,131,700

　(7) 668,926,745 9,071,436,222

2,877,634,889

　(1) 8,347

　(2) 660,764,536

　(3) 15,190,000

　(4) 361,655,575

　(5) 112,723,653

　(6) 109,226,955 1,259,569,066

　(1) 3,329,423

　(2) 77,462,574 80,791,997 1,178,777,069

1,698,857,820

一 般 管 理 費

自 動 車 重 量 税

負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

国 庫 補 助 金

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

経 常 損 失

車 両 保 存 費

４ 　営　 業 　外 　費　 用

他 会 計 補 助 金

運 転 費

運 輸 管 理 費

減 価 償 却 費

営 業 損 失

３　 営　 業　 外　 収 　益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

雑 収 益

令和２年度川崎市自動車運送事業損益計算書

運 輸 収 益

運 輸 雑 収 益

諸 構 築 物 保 存 費

２　 営　 　業　　 費　　 用

１　 営　　 業　　 収　　 益



　(1) 2,953,586 2,953,586

　(1) 1,019,025 1,019,025 1,934,561

1,696,923,259

1,783,464,207

0

3,480,387,466

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

過 年 度 損 益 修 正 益

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

５ 　特 　　別　 　利　　　益

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

６ 　特 　　別　 　損　　　失

過 年 度 損 益 修 正 損



（単位　円）

資 本 合 計

欠　　 損　　 金

受 贈 財 産
評 価 額

そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

未 処 理 欠 損 金 欠 損 金 合 計

前年度末残高 274,399,113 586,803,875 0

資 本 金

剰　　 余　　 金

△ 1,783,464,207 △ 1,783,464,207 △　 922,261,219

令　和　２　年　度　川　崎　市　自　動　車 運　送　事　業　剰　余　金　計　算　書

（令和２年４月１日から 令和３年３月３１日まで）

586,803,875

274,399,113 586,803,875 0 586,803,875 △ 1,783,464,207 △ 1,783,464,207 △　 922,261,219

当年度変動額 0 0 0 0 △ 1,696,923,259

処分後残高

△ 1,696,923,259 △ 1,696,923,259

当年度純損失 0 0 0 0 △ 1,696,923,259 △ 1,696,923,259 △ 1,696,923,259

△ 2,619,184,478

（注）この計算書における△表記は、減少、損失または欠損を示すものである。

当年度末残高 274,399,113 △ 3,480,387,466586,803,875 0 586,803,875

資 　　 本　　 剰　　 余　　 金

△ 3,480,387,466

（繰越欠損金）

（当年度未処理欠損金）



（単位　　円)

令 和 ２ 年 度 川 崎 市 自 動 車 運 送 事 業 欠 損 金 処 理 計 算 書

資 本 金 資 本 剰 余 金 未 処 理 欠 損 金

当 年 度 末 残 高 274,399,113 586,803,875 △ 3,480,387,466

処 理 後 残 高 274,399,113 586,803,875 △ 3,480,387,466

（注）この計算書における△表記は、減少、損失または欠損を示すものであ る。

（繰越欠損金）



　　令和２年度川崎市自動車運送事業貸借対照表

　　　 　 　 　

　　　 　　 　

1　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

　 　 2,127,228,243 　 　

3,130,297,231 　

　 △ 1,391,781,184 1,738,516,047 　 　

　 1,076,628,485 　 　 　

　 △ 729,169,866 347,458,619 　 　

　 8,224,704,430 　 　 　

　 △ 6,809,353,769 1,415,350,661 　 　

　 46,552,850 　 　 　　

　 △ 21,306,463 25,246,387 　 　

　 473,122,324 　 　 　

　 △ 325,853,735 147,268,589 　 　

　 25,860,000 　 　 　

　 △ 14,412,060 11,447,940 　 　

38,993,846

　 　 5,851,510,332 　

　 　 　

800,800 　 　

12,913,753 　 　

17,026,044

　 30,740,597 　

1,575,000

　 1,575,000

　 　 5,883,825,929

　 　

2 　 　

1,064,932,383

880,610,422 　

△ 258,332 880,352,090

キ リ ー ス 資 産

減価償却累計額

イ 施 設 利 用 権

固 定 資 産 合 計

そ の 他
無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

未 収 金

   (令和3年3月31日)

　資　　産　　の　　部

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産(2)

そ の 他 投 資

ウ

貸 倒 引 当 金

電 話 加 入 権ア

ウ

(3)

現 金 預 金(1)

　　　　　　(単位　円)

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

ア

工具器具及び備品

減価償却累計額

車 両

イ

エ

(2)

建 設 仮 勘 定

投資その他の資産

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

オ 機 械 装 置

減価償却累計額

カ

ク

減価償却累計額

投資その他の資産
合 計

ア

流 動 資 産



11,199,853

91,700,100

519,181

　 2,048,703,607

　 7,932,529,536

　 　

3  

   

  
2,970,050,000   

1,610,000,000   

 4,580,050,000  

 8,372,052  

   

3,259,995,380   

 3,259,995,380  

 7,848,417,432

4   

   

  
495,950,000   

 495,950,000  

4,049,040  

1,243,935,240  

61,514,314  

144,102,970  

   

323,499,972   

 323,499,972  

39,671,837  

 2,312,723,373

固 定 負 債

財 源 に 充 て
建設改良費等の

　負　　債　　の　　部

ア

ア

流 動 負 債 合 計

退職給付引当金

(1) 企 業 債

(7) そ の 他 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

(6) 引 当 金

(5)

資 産 合 計

企 業 債 合 計

るための企業債

(3) 未 払 金

ア

(4)

(2) リ ー ス 債 務

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

引 当 金

前 払 金

リ ー ス 債 務

(3) 前 払 費 用

(5) そ の 他 流 動 資 産

(2)

(1) 企 業 債

財 源 に 充 て

イ その他の企業債

流 動 資 産 合 計

企 業 債 合 計

(3)

ア

前 受 金

建設改良費等の

るための企業債

(4) 未 払 費 用



5　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

306,593,848 　

　 △ 218,653,004 87,940,844 　

　 423,301,556 　 　

　 △ 393,102,330 30,199,226 　

　 70,662,510 　 　

　 △ 41,416,182 29,246,328 　

1,064,300,264 　

　 △ 841,037,626 223,262,638 　

　 50,512,565 　 　

　 △ 30,588,392 19,924,173 　

  390,573,209

 10,551,714,014

  

6 　  274,399,113

7    

   

586,803,875   

 586,803,875  

   

　   
　   

3,480,387,466  

  △ 2,893,583,591

 △ 2,619,184,478

  7,932,529,536
  

　資　　本　　の　　部

剰 余 金 合 計

ア 3,480,387,466当 年 度 未 処 理
欠 損 金

　

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

欠 損 金 合 計

(2)

エ

オ

収 益 化 累 計 額

ア

欠 損 金

資 本 剰 余 金 合 計

受贈財産評価額

資 本 金

(1)

ウ

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

剰 余 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 剰 余 金

一般会計補助金

収 益 化 累 計 額

その他長期前受金

イ

県 交 付 金

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

ア 受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額



 

注記 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

(ｱ) 定額法または定率法による。（平成１０年４月１日以後に取得した建物にあっ 

ては、定額法。） 

(ｲ) 主な耐用年数 

     建物 ６～50 年 

     構築物 ３～60 年 

     車両 ５年 

     機械装置 13～17 年 

     工具器具及び備品 ３～20 年 

イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

    定額法による。 

  ウ リース資産 

(ｱ) 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

(ｲ) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用している。 

 

(2) 引当金の計上方法 

  ア 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

破産更生債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上している。 



  イ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度の退職手当の期末要支給額に相 

   当する額を計上している。 

  ウ 賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当の支給に係る法定福利費の支払 

いに備えるため、当事業年度末における支給及び支払見込額に基づき、当事業年度 

の負担に属する額を計上している。 

(3) その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

ア 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

なお、控除対象外消費税額については、当事業年度の費用として処理している。 

 

２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

 重要な非資金取引 

(1) ファイナンス・リース取引による資産の取得 

該当事項なし 

 

３ 貸借対照表に関する注記 

(1) ファイナンス・リース取引に係るリース債務 

リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。 

 

４ セグメント情報に関する注記 

(1) 報告セグメントの概要 

川崎市自動車運送事業会計は、本市及び本市周辺の区域内における市バス事業の 

  単一セグメントであるため、記載を省略している。 



 

 

５ その他の注記 

(1) 長期継続契約に係るリース債務 

   通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務の

うち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のとおりで

ある。 

   短期リース債務 4,049,040 円 

   長期リース債務 8,372,052 円 

(2) 退職給付引当金の目的使用による取り崩し 

当事業年度において、職員の退職手当として 397,131,000 円を支給するため、退

職給付引当金 397,131,000 円を取り崩している。 

(3) 賞与引当金の目的使用による取り崩し 

当事業年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当支給に係る法定

福利費として 965,990,503 円を支給するため、賞与引当金 317,514,282 円を取り崩

している。 


